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平成２２年５月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 第二次納税義務に基づく納付告知処分の取消請求事

件 

口頭弁論終結日 平成２１年１２月２日 

 

判     決 

原告     Ｘ 

被告     国 

処分行政庁  関東信越国税局長 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 関東信越国税局長が平成１９年５月１７日付（関局徴特書  ）をもってな

した５５９０万４３２８円を限度とする第二次納税義務の納付告知処分を取り

消す。 

２ 関東信越国税局長が平成１９年５月１７日付（関局徴特書  ）をもってな

した４５５万７７００円を限度とする第二次納税義務の納付告知処分を取り消

す。 

３ 関東信越国税局長が平成１９年５月１７日付（関局徴特書  ）をもってな

した８０万円を限度とする第二次納税義務の納付告知処分を取り消す。 

４ 関東信越国税局長が平成１９年５月１７日付（関局徴特書  ）をもってな

した８０万円を限度とする第二次納税義務の納付告知処分を取り消す。 
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５ 関東信越国税局長が平成１９年５月１７日付（関局徴特書  ）をもってな

した７７万４１５１円を限度とする第二次納税義務の納付告知処分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

本件は、関東信越国税局長が、滞納者である株式会社Ａ（Ａ）から原告個人

が負担すべき所得税等及び原告が負っている債務の免除を受けたとして、原告

に対し、原告はＡの滞納国税について第二次納税義務を負うとして各納付告知

処分を行ったところ、原告が同各処分は国税徴収法３９条に規定する「受けた

利益の限度」の計算にあたり控除すべき貸付金を控除していないとして、同各

処分の取消しを求める事案である。 

１ 争いのない事実等（容易に認定できる事実については、かっこ内に証拠を示

す） 

（１）当事者 

原告は、平成１２年から平成１４年１１月３０日までの間、Ａの代表取締

役であり、平成１２年から平成１５年３月３１日までの間、同社の発行済株

式の７１パーセントを所有していた（乙１の９）。 

（２）ア Ａは、平成１２年１１月７日、Ｂ株式会社（Ｂ）に対し、合計１億６

８７２万４３０９円（本件金員）を貸し付けたとする経理処理を行った。 

イ Ａは、平成１３年３月３１日、原告に係る所得税２０万円、同２４５

万７７００円、同市県民税１５０万円及び同所得税４０万円の合計４５

５万７７００円について、原告の債務を負担した（本件負担１）。 

ウ Ａは、平成１３年７月１９日、原告に係る市県民税５０万円、平成１

０年度所得税２３万６２５１円及び同１１年度所得税６万３７４９円の

合計８０万円について原告の債務を負担した（本件負担２）。 

エ Ａは、平成１３年８月１７日、原告に係る平成１２年１０月分市民税

２万１２００円、平成１２年１１月分市民税４７万８８００円及び平成

１１年分所得税３０万円の合計８０万円について、原告の債務を負担し
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た（本件負担３）。 

オ Ａは、平成１３年９月１８日、原告に係る平成１１年分所得税２７万

４１５１円及び平成１２年１１月分市県民税５０万円の合計７７万４１

５１円について、原告の債務を負担した（本件負担４）。 

カ Ａは、平成１４年３月３１日において、原告に対して合計５５９０万

４３２８円の債権を有していたが、平成１４年１１月３０日付けで同債務

を免除した（本件債務免除）。 

（３）原告は、平成１７年４月１日ないし平成１８年３月３１日までの間に、Ａ

に対し合計１億０９８５万６７３１円の貸付金（本件貸付金）を取得した。 

（４）被告国は、平成１９年５月１７日現在、Ａに対し別紙「租税債権目録」記

載のとおり、既に納期限を経過した合計１億７０６９万２４７９円の租税債

権を有していた（乙３）。 

（５）関東信越国税局長は、以下のとおり、第二次納税義務の告知処分を行った。 

ア 関東信越国税局長は、本件金員はＡがＢに対して貸し付けたものでは

なく、Ａが原告に対しＢを買収するために無償で交付したものであると

して、本件金員の額から本件貸付金の額を差し引いた残額５８８６万７

５７８円が原告の受けた利益の額と認定して、平成１９年５月１７日、

原告に対し、第二次納税義務の納付通知書による告知を行った（本件告

知処分１）。 

イ 関東信越国税局長は、本件負担２ないし４及び本件債務免除について

それぞれの額を原告の受けた利益として、いずれも平成１９年５月１７

日付をもって、本件債務免除につき５５９０万４３２８円を限度とする

第二次納税義務の納付告知処分（本件告知処分２）を、本件負担１につ

き４５５万７７００円を限度とする第二次納税義務の納付告知処分（本

件告知処分３）を、本件負担２につき８０万円を限度とする第二次納税

義務の納付告知処分（本件告知処分４）を、本件負担３につき８０万円
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を限度とする第二次納税義務の納付告知処分（本件告知処分５）を、本

件負担４につき７７万４１５１円を限度とする第二次納税義務の納付告

知処分（本件告知処分６）をした。 

（６）ア 原告は、平成１９年６月２７日、関東信越国税局長に対し、本件告知

処分１ないし６の取消しを求めて異議申立てを行ったが、同局長は同年

１０月３１日、同申立てをいずれも棄却する旨の決定をした（甲７の１、

乙４）。 

イ 原告は、平成１９年１１月２９日、国税不服審判所長に対し、審査請

求をした。国税不服審判所長は、平成２０年１１月２７日、本件告知処

分１については、本件金員をもってＡのＢに対する貸付金（求償金）と

評価でき、原告への贈与と評価することはできないとして取り消し、本

件告知処分２ないし６については審査請求を棄却した。 

（甲８の１、２） 

ウ 原告は、平成２１年４月２３日本訴を提起した。 

２ 争点 

原告の受けた利益の限度額を算定するに当たり、本件負担１ないし４（本件

各負担）及び本件債務免除により原告が受けた利益の額から本件貸付金の額を

控除すべきか。 

３ 当事者の主張 

（１）被告の主張 

ア 被告は、平取１９年５月１７日現在、Ａに対して、すでに納期限を経過

した納税債権１億７０６９万２４７９円を有しており、同社は、上記のと

おり本件各負担及び本件債務免除により利益を受けた。 

イ 国税徴収法３９条に規定する受けた利益の限度額は、当該受益の時を基

準として算定すべきものであるから、その算定上受益財産の価額から控除

すべき出捐は、その受益の時においてその存否及び数額が法律上客観的に
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確定しているものであることを要するのであり、また、親族その他特殊関

係者の場合の受けた利益の限度額は、無償譲渡等の処分による財産取得の

ために支払った対価及びその取得のために支払った費用のうち、直接関係

のあるものを控除した額というべきである。 

これを本件についてみるに、本件貸付金は、本件各負担及び本件債務免

除が発生した当時には存在せず、その存否及び数額が法律上客観的に確定

していないことから、受益者である原告が支払った直接の対価及びその他

受益財産の取得に関して支出した直接の費用に該当しないのであるから、

本件貸付金の額を原告が受益した価額から控除すべきではない。 

（２）原告の主張 

原告はＡに対して本件貸付金を有しているのであり、同債権をもって本件各

負担ないし本件債務免除に係る債務と相殺することができるのであるから、原

告の受けた利益の額の算定においては、本件各負担ないし本件債務免除によっ

て得た利益から本件貸付金の額が控除されるべきである。関東信越国税局長も

同様の考え方に立って本件告知処分１を行っているが、本件においては、上記

のように本件告知処分１が取り消されたのであるから、本件貸付金債権は、相

殺されずに存在することになり、そうすると本件各負担ないし本件債務免除に

関する原告の受益額を算定する際に本件貸付金債権を相殺に供することができ

るのであり、同債権額を控除すべきこととなる。 

したがって本件貸付金を控除していない本件告知処分２ないし６は違法であ

る。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争いのない事実等によれば、被告は、別紙「租税債権目録」記載のとおり、

Ａに対して、すでに納期限を経過した納税債権を有しており、同社は、上記の

とおり本件各負担及び本件債務免除を行うことにより、原告に同額の利益を与

えたことが認められる。 
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２ ところで、国税徴収法３９条に規定する受けた利益の限度額は、当該受益の

時を基準として算定すべきものであるから、その算定上受益財産の価額から控

除すべき出捐は、上記受益の時においてその存否及び数額が法律上客観的に確

定しているものであることを要すると解すべきである。 

争いのない事実等によれば、本件貸付金は平成１７年４月１日ないし平成１

８年３月３１日までの間に発生したのであり、本件各負担及び本件債務免除の

当時存在していないのであるから、本件貸付金の額を受益財産の価額から控除

することはできない。 

原告は、本件貸付金と本件各負担及び本件債務免除に係る債務との相殺ない

し同様の処理ができることを前提に、本件貸付金の額を受益財産の価額から控

除すべきであり、本件告知処分１は同主張に沿った扱いをした旨主張するが、

Ａは本件各負担に関して原告に対し何らかの債権を取得したということはなく、

また、本件債務免除の対象となったＡの原告に対する債権は本件債務免除によ

って消滅しているのであるから、本件貸付金と相殺等ができる関係にはなく、

原告の主張はその前提において誤っているというべきである。また、本件告知

処分１において、関東信越国税局長は原告主張のとおりの控除を行っているこ

とが認められるが、上記の説示のとおり、同処分は本来控除すべきでない本件

貸付金を受益財産から控除したものであり、これをもって原告の主張を根拠付

けることはできない。 

以上のとおりであるから、本件告知処分２ないし６は適法である。 

３ よって、主文のとおり判決する。 

 

さいたま地方裁判所第４民事部 

裁判長裁判官    遠山廣直 

裁判官       八木貴美子 

裁判官       辻山千絵 


